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1．研究方法
a．資料収集
　　　前年度から継続してドイツ法関連の文献収集を行った。
　b．　現地調査
　　　前年度における研究、資料収集を踏まえて、2007年末に研究成果の中間とりまとめを行い、．
　　その成果を踏まえて、再度2008年2月にMainz，　GieBen，　Kassel大学（いずれもドイツ）で追
　　加的文献収集を行い、意見交換を行った。
2．分析状況
　総合的な分析成果は別に報告書を作成するが、概要、以下の如くである。
　a．研究の射程範囲
　　　自己責任原則は法律学の多様な局面で論じられ、特に、安全管理法の領域では国家の基本
　　権保護義務の限界を画する1要素と位置付けられるが（Hermes，　G．，　Das　Grundrecht　auf　Schutz
　　von　Leben　und　Gesundheit，245（1987）；Lorenz，　D．，§128　Recht　auf　Leben　und　k6rperliche
　　Unversehrheit，　in：Isensee，　J．／Kirchhof，　P．（Hrsg．），　HdbStR　VI，35（1989））、本研究は施設操
　　業、物質・製品・廃棄物等の事業活動起因の環境負荷の健康・環境リスクの最小化に向けた、
　　営業の自由に内在する事業活動主体の自己責任を対象とする。
　b．環境法における自己責任原則の根拠
　　　伝統的な考え方によれば、事業活動は法律によって制限・禁止されない範囲では事業活動
　　主体の本質的に自由とされ、法律によって制限・禁止できるのは市民、公衆に対してリスク
　　が相当程度高いことが予測される場合（ドイツ法上の「充分な蓋然性（hinreichende
　　Wahrscheinlichkeit）」）に限ると考えられてきた。しかし、先端的技術の利用が普遍化するに
　　伴い、事業活動は、（法律によって制限・禁止されない場合でも）、リスクが一定水準に満た
　　ない場合に限って、換言すれば、先端技術利用に伴うリスクが社会的許容性の範囲に限って、
　　自由が保障されるとする考え方への変革が求められた。自己責任原則は後者の考え方を基盤
　　とする。
c．　自己責任原則の発現例
　　環境法の領域での自己責任原則は化学物質法における物質の健康・環境リスク規制の領域
　　で提唱されたのが発端であるが（Kloepfer，　M．／MeBerschmidt，　K．，　Inner　Harmonisierung　des
　Umweltrecht，85（1986）；Kloepfer，　Umweltrecht，3Auf．，204（2004））、原子力、遺伝子操作に関
　する法領域を含め、新技術、新物質・製品の利用等、人類の科学的知識・経験が不足、欠如
　　している領域でのリスク管理一般に共通して適用が求められる状況にある。
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3．残された課題
　社会的許容リスク（Restrisiko）の限界は自己責任の限界を画する意味があるが、本研究の成果
は社会的許容リスクの限界を明確な形で提示するには到っていない。現時点では、基本的には損
害発生の蓋然性の程度を基準とし、しかし、リスク配慮領域を科学的知識・経験が不足、欠如す
るために、不確実性を留保してもなお蓋然性を評価できない領域に拡大すべき方向が妥当と考え
ているが、この点に関する理論的分析は今後の研究に委ねたい。
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